
記 載 要 領 等 

 

 

１ 様式第 2号 「低入札価格調査の実施概要」（総括表） 

 ○ 記載方法 

  ・様式第 2号から第 13-2号までの記載内容の概要を記載すること。 

２ 様式第 3号 「低入札価格調査表」（その価格で入札した理由） 

 ○ 記載方法 

  ・工事費内訳書に基づき、当該価格で入札した理由（低価格で施工することが可能とな

る理由）を具体的に説明すること。 

  ・特に工事の品質、下請契約、労働条件、安全対策の適正確保の事項等についても記載

すること。 

 ○ 添付資料 

   本市設計書の積算体系に準じた入札価格の内訳書（工事費内訳書）を添付すること。 

３ 様式第 4号 「手持工事の状況」 

 ○ 記載方法 

  ・すべての受注工事（公共工事）について記載すること。 

  ・技術者欄の「監・主」は、監理技術者・主任技術者の略。該当するものに○印をつけ

ること。 

  ・技術者欄の「専・非」は、専任・非専任の略。該当するものに○印をつけること。 

  ・下請の場合は、備考欄に元請業者名を記入すること。 

  ・間接費の節減が可能な対象工事があれば、備考欄に「節減対象」と記入すること。 

  ・該当項目がない場合は、「該当事項無し」と記載すること。 

４ 様式第 5号及び様式第 6号 「手持資材・購入予定材料の状況」 

（1）様式第 5号 「手持資材一覧表」 

 ○ 記載方法 

  ・手持ち資材の状況については、主に当該工事で使用予定の資材を主に記入すること。 

  ・該当項目がない場合は、「該当事項無し」と記載すること。 

（2）様式第 6号 「購入予定資材一覧表」 

 ○ 記載方法 

  ・該当項目がない場合は、「該当事項無し」と記載すること。 

５ 様式第 7号 「手持機械一覧表」 

 ○ 記載方法 

  ・主に当該工事に使用する予定の手持ち機械の状況を記人すること。 

  ・該当項目がない場合は、「該当事項無し」と記載すること。 

６ 様式第 8号 「労務者の確保計画」 

 ○ 記載方法 

  ・自社労務者と下請労務者は区別して記入すること。 

  ・自社労務者は、下請業者との関係欄に「自社」と記入すること。 

  ・下請会社との関係も明記すること。（例：同族会社、□△会メンバー） 

 

 



７ 様式第 9-1､-2､-3､-4号 「安全対策の計画」 

（1）様式第 9-1号 （安全衛生教育計画） 

 ○ 記載方法 

  ・工事に係る安全対策のための教育、訓練等に関する事項について記載すること。 

  ・「諸費用」欄は、「実施内容」欄に記載した教育、訓練等のための取組に要する費用に 

ついて記載するものとし、当該取組に要する費用を見込んでいる場合に、「見込額」 

欄には当該取組に要する費用の総額を記載すること。 

 ○ 留意点 

  ・「諸費用」の「見込額」に記載された金額が、「工事費内訳書に計上した工種」（共通 

仮設費、現揚管理費等）に記載された費目に含まれていること。 

（2）様式第 9-2号 （点検計画） 

 ○ 記載方法 

  ・工事に係る安全対策のために行う危険箇所の点検に関する計画について記載すること。 

・「諸費用」欄は、「点検対象」、「対象区開」及び「時期・頻度」の欄に記載した点検を

実施するために要する費用について記載するものとし、当該点検に要する費用を見込

んでいる場合に、「見込額」の欄には当該点検に要する費用の総額を記載すること。 

○ 留意点 

  ・「諸費用」の「見込額」に記載された金額が、「工事費内訳書に計上した工種」（共通 

仮設費、現揚管理費等）に記載された費目に含まれていること。 

（3）様式第 9-3号 （仮設設置計画） 

○ 記載方法 

  ・工事に係る安全衛生管理のために行う仮設備の設置に関する計画（仮設備の点検に関 

する事項を除く。）について記載すること。 

  ・「設置費用」欄は、「仮設備の内容」、「数量・単位」及び「設置期間」の欄に記載した 

仮設備の設置及びその管理に要する費用について記載すること。 

○ 留意点 

 ・「設置費用」の「見込額」に記載された金額が、「工事費内訳書に計上した工種」（共 

通仮設費、現場管理費等）に記載された費目に含まれていること。 

（4）様式 9-4号 （交通誘導員配置計画） 

○ 記載方法 

 ・交通誘導員の配置に要する費用について記載すること。 

  ・「単価」欄は、経費を含まない交通誘導員に支払われる予定の日額賃金の額を記載す

ること。 

・自社社員を交通誘導員に充てる場合の単価については、当該工事について発注者から 

受け取る請負代金から支弁することを予定していない場合を含め、当該自社社員に支

払う予定の賃金の額を記載すること。 

  ・「員数」欄は、配置する交通誘導員の人数を記載すること。 

 ○ 留意点 

  ・交通規制方法に応じて必要な人数の交通誘導員を配置する計画となっていること。 

８ 様式第 10-1､10-2､10-3号 「品質確保の計画」 

 （1）様式 10－1号 （技術者等の配置計画） 

 ○ 記載方法 

  ・当該工事に配置を予定する主任技術者又は監理技術者及び現場代理人について記載す 

ること。 

 ○ 添付資料 

  ・記載した技術者等が自社社員であることを証明する健康保険証等の写しを添付するこ 

と。 



   ・記載した技術者等が必要な資格を有することを証明する書面の写しを添付すること。 

（監理技術者資格者証を有している場合には、監理技術者資格者証（表・裏）及び監 

理技術者講習修了証の写しを添付） 

 （2）様式 10－2号 （品質管理計画） 

  ○ 記載方法 

  ・工事の品質確保のための各種試験等に要する体制のうち、様式 10-3で記載する出 

来形管理のための検査体制に関する事項以外の事項について記載すること。 

  ○ 留意点 

   ・品質管理項目は施工計画書に記載する項目と同一とすること。 

 （3）様式 10－3号 （出来形管理計画） 

  ○ 記載方法 

   ・工事の品質確保のために行う出来形管理の検査体制に関する事項について記載する 

こと。 

  ○ 留意点 

   ・出来形管理項目は施工計画書に記載する項目と同一とすること。 

９ 様式第 11号 「過去に施工した公共工事名及び発注者」 

  ○ 記載方法 

   ・過去 3ヵ年程度を記載すること。（概ね 10件程度で、同工種を優先する｡） 

   ・過去に施工した工事で低入札案件については、備考欄に◎印を記入すること。 

   ・該当項目が無い場合は、「該当事項無し」と記載すること。 

10 様式第 12号 「建設副産物の搬出予定地」 

○ 記載方法 

   ・当該工事で発生する全ての建設副産物（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊、ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙﾄ塊、建設発生木

材、建設汚泥、建設混合廃棄物、建設発生土等）について記入すること。 

   ・該当項目がない場合は、「該当事項無し」と記載すること。 

11 様式第 13-1､13-2号 「下請予定業者一覧表」及び「施工体系図兼下請契約計画調書」 

  ○ 記載方法 

   ・下請負予定業者（調査業務、安全管理委託等含む。）について、全て記入すること。 

・電話番号を備考欄に記入すること。 

・下請業者からの見積書等の写しを添付すること。 

・施工体系図兼下請契約計画調書は、調査業務、安全管理委託等についても記載する

こと。 


